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生産額 100 250 400

高山市産業連関表分析 結果（概要版）

１．高山市産業連関表の概要

• 産業連関表とは、ある地域の一定期間（通常1年間）において、産業間、地域間等の財やサービスの流れを示した表です。地域における経済構造や産業の持つ強さ、影響力など
を把握できます。

• 全国版、都道府県版は５年毎に作成され公開されていますが、市町村版は各自治体が作成する必要があります。高山市では、人口の減少や経済のグローバル化、産業構造の変
化など社会経済情勢が大きく変化していく中、地域経済の持続的発展を図るため、地域経済を客観的に評価する基礎資料として、平成29年度に初めて「高山市産業連関表」を
作成し、今回、令和２（2020）年基準の産業連関表を作成しました。

産業連関表とは？

産業連関表で分かること

• 地域で行われている生産活動は、複数の産業が結び付いて行っています。
例えば、パンをつくるためには、農家〔農林水産業〕が作る小麦、それを製粉工場

〔製造業〕が加工してできる小麦粉が必要となり、別の産業から材料を購入していま
す。できあがったものは、小売店〔商業〕や消費者〔民間消費支出〕へ販売されます。

• 産業連関表ではこのような産業間や地域外との取引の状況、消費の状況などが把握で
きます。

• また、ある需要が増加した場合に、需要を満たすために様々な産業で生産活動が行わ
れます。生産活動が増加することで地域に生じる「経済波及効果」を産業連関表を活
用して算出することができます。

産業連関表のしくみと見方
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タテ方向に見ると…
• 表頭の各産業が買い手

として示されています。
• 各産業が生産活動を行

う上で「何をどれだけ
必要としたか（購入し
たか）」を表していま
す。

• また働いている人にい
くら賃金を支払い、ど
のくらい儲けがあった
かが分かります。

タテ

ヨコ

ヨコ方向に見ると…
• 表側の各産業が売り手として示されていま

す。各産業が製造した商品・サービスを
「どこへどれだけ売ったか」を示していま
す。

• また市内の生産だけで需要をまかないきれ
ない場合に、不足分を他地域から購入して
いる状況も分かります。

２．高山市産業連関表作成の流れ

①統計データによる現状把握

・高山市における産業の概要把握
・ 経済センサス
・ 岐阜県市町村民経済計算結果
・ 国勢調査 など

高山市産業連関表は以下の流れで作成しました。

産業間や地域外との取引状況、消費の状況を把握するイメージ

パン屋から400円
でパンを購入した

100円のもうけを
上乗せして、100
円で製粉工場へ販
売した

小麦を100円で仕
入れ、人件費・も
うけ150円分を上
乗せして250円で
パン屋へ販売した

小麦粉を250円で仕
入れ、人件費・もう
けを150円分上乗せ
して400円で消費者
に販売した

②事業所調査

• 市内事業所の売上や仕入（調達）先等を
定量的に把握

• 市内事業所の市外調達理由、経営課題等
の把握

③消費者調査

・世帯の収入や消費動向を定量的に把握

➃産業連関表の作成

・高山市版産業連関表の作成



総供給 ＝ 総需要 8,397億円

市内生産額 ＝ 中間需要（2,756億円）＋市内最終需要（3,578億円）＋移輸出（2,063億円）－移輸入（2,198億円）

＝ 中間投入（2,756億円）＋粗付加価値（3,443億円）

6,198億円

中間投入 ＝ 中間需要 2,756億円

移輸出 － 移輸入 2,063億円 － 2,198億円 ＝ -135億円

※高山市経済の赤字分

【高山市の投入・産出バランス】

（単位：億円）
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• 令和2（2020）年の市内生産額は6,198億円であり、これに移輸入を含めた総需要（総供給）は8,397億円となっている。
• このうち生産活動に使用した原材料等の額（中間投入）は2,756億円、経済活動の成果である粗付加価値は3,443億円となっている。
• 移輸出2,063億円から移輸入2,198億円を差し引いた市際収支は、135億円の移輸入超過となっている。

３．高山市の経済構造分析

（１）高山市全体の投入・産出構造

高山市の投入・産出構造

高山市の投入・産出バランス

〔供給部門からみた経済構造〕
市の財・サービスの総供給は

8,397億円で、そのうち市内生産
額が6,198億円（73.8％）、移輸
入が2,198億円（26.2％）となっ
ている。
また、各産業が生産を行うた

めに必要とする原材料やサービ
スなどの中間投入は2,756億円
（32.8％）、粗付加価値は3,443
億円（41.0％）となっている。

〔需要部門からみた経済構造〕
市の財・サービスの総需要

8,397億円のうち、市内需要が
6,334億円（75.4％）、移輸出が
2,063億円（24.6％）となってい
る。
市内需要のうち、2,756億円

（32.8％）が企業の生産活動に
投入（中間需要）され、残りの
3,578億円（42.6％）は消費
2,713億円（32.3％）、投資865
億円（10.3％）となっている。

高山市経済のフロー

2020年 産業連関表 分析

※図中の数字（億円単位）は四捨五入の関係で、産業連関表（万単位）と合わない場合がある。
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生産額
構成比

（％）
生産額

構成比

（％）
生産額

構成比

（％）

農林水産業 309 5.0% 1,504 1.0% 128,876 1.3% 4.79 3.94

鉱業 8 0.1% 134 0.1% 8,479 0.1% 1.42 1.59

製造業 1,459 23.5% 54,198 37.6% 3,028,092 29.8% 0.63 0.79

建設 597 9.6% 9,267 6.4% 608,366 6.0% 1.50 1.61

電力・ガス・水道 191 3.1% 3,637 2.5% 291,793 2.9% 1.22 1.08

商業 510 8.2% 10,431 7.2% 954,789 9.4% 1.14 0.88

金融・保険 258 4.2% 5,378 3.7% 354,482 3.5% 1.12 1.20

不動産 359 5.8% 10,493 7.3% 807,189 7.9% 0.80 0.73

運輸・郵便 265 4.3% 6,351 4.4% 550,094 5.4% 0.97 0.79

情報通信 104 1.7% 3,645 2.5% 499,745 4.9% 0.66 0.34

公務 258 4.2% 5,441 3.8% 397,390 3.9% 1.11 1.07

サービス 1,853 29.9% 33,224 23.0% 2,501,958 24.6% 1.30 1.22

分類不明 26 0.4% 628 0.4% 46,930 0.5% 0.97 0.92

合計 6,198 100.0% 144,331 100.0% 10,178,184 100.0% - -

特化係数

（対全国）

高山市 岐阜県 全国
特化係数

（対県）

• 市内の産業が市外に供
給した財・サービスの
金額である「移輸出
額」をみると、最も多
いのは製造業で、次い
でサービス、農林水産
業となっている。

• 市内産業が新たに創出し
た価値の金額である「粗
付加価値額」をみると、
最も多いのはサービスで、
次いで製造業、商業と
なっている。

４-１．高山市産業連関表の分析

• 生産額の産業別構成比を13部門分類で見ると、サービスが29.9％、製造業が23.5％、建設が9.6％、商業が8.2％を占めている。
• 岐阜県や全国の構成比と比較して、優位性を示す特化係数を見ると、対全国では農林水産業（3.94）、建設（1.61）、鉱業（1.59）、サービス（1.22）、金融・保険（1.20）、

電気・ガス・水道（1.08）、公務（1.07）となっている（※特化係数が１より大きい場合に、特化度合いが高いといえる）。

（１）市内生産額

高山市の産業別生産額（13部門）
生産額の産業別構成比と特化係数（13部門）

移輸出額（13部門） 粗付加価値額（13部門） 従業者数（13部門）

• 従業者数をみると、最も
多いのはサービスで、次
いで商業、製造業、建設
となっている。

域外市場産業（基盤産業）：市外を主な市場として、所
得の源泉である資金を市外から獲得している産業

付加価値創出産業：地域に多くの所得を生み出している
（または分配している）産業

雇用吸収産業：地域に多くの雇用を生み出している（ま
たは支えている）産業

（２）域外市場産業（基盤産業） （３）付加価値創出産業 （４）雇用吸収産業

１３部門分類版

※従業者数 出典：令和3年経済センサス活動調査
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生産額 構成比 生産額 構成比 生産額 構成比

家具・装備品 143 2.3% 1,148 0.8% 18,432 0.2% 2.90 12.76

林業 32 0.5% 194 0.1% 8,002 0.1% 3.85 6.58

宿泊業 197 3.2% 981 0.7% 50,759 0.5% 4.67 6.36

日本酒 11 0.2% 11 0.0% 3,495 0.0% 22.32 5.03

畜産 107 1.7% 443 0.3% 35,755 0.4% 5.62 4.91

畜産食料品製造業 163 2.6% 780 0.5% 57,122 0.6% 4.87 4.69

耕種農業 157 2.5% 701 0.5% 59,970 0.6% 5.21 4.29

セメント・セメント製品 61 1.0% 630 0.4% 26,668 0.3% 2.27 3.79

その他の非営利団体サービス 98 1.6% 846 0.6% 44,318 0.4% 2.70 3.63

公共事業 247 4.0% 3,456 2.4% 122,462 1.2% 1.66 3.31

木材・木製品 39 0.6% 665 0.5% 24,069 0.2% 1.37 2.67

繊維製品 53 0.9% 1,497 1.0% 35,860 0.4% 0.83 2.43

農業サービス 13 0.2% 115 0.1% 9,174 0.1% 2.67 2.37

介護 125 2.0% 1,644 1.1% 99,283 1.0% 1.77 2.07

はん用機械 107 1.7% 2,571 1.8% 104,586 1.0% 0.97 1.68

特化係数

対全国

部門分類

（68分類）

高山市 岐阜県 全国 特化係数

対県

• 「粗付加価値額」を
みると、最も多いの
は化学製品で、次い
で住宅賃貸料（帰属
家賃）、医療となっ
ている。

４-２．高山市産業連関表の分析

• 生産額の産業別構成比を、68部門分類の上位15部門で見ると、化学製品が517億円、医療が362億円、小売業が279億円となっている。
• 岐阜県や全国の構成比と比較して、優位性を示す特化係数を見ると、対全国では家具・装備品（12.76）、林業（6.58）、宿泊業（6.36）、日本酒（5.03）となっている（※特

化係数が１より大きい場合に、特化度合いが高いといえる）。上位15部門はいずれも対全国の特化係数が１を上回っており、特化度合いが高い。

（１）市内生産額

高山市の産業別生産額（上位15部門） 生産額の産業別構成比と特化係数（特化係数対全国 上位15部門）

移輸出額（上位15部門） 粗付加価値額（上位15部門） 従業者数（上位15部門）

• 従業者数をみる
と、最も多いの
は小売業で、次
いでその他の建
設、飲食サービ
ス、宿泊業と
なっている。

域外市場産業（基盤産業）：市外を主な市場として、所
得の源泉である資金を市外から獲得している産業

付加価値創出産業：地域に多くの所得を生み出している
（または分配している）産業

雇用吸収産業：地域に多くの雇用を生み出している（ま
たは支えている）産業

（２）域外市場産業（基盤産業） （３）付加価値創出産業 （４）雇用吸収産業

６８部門分類版

※帰属家賃：産業連関表では、自己所有の住宅に居住する場合も借家や借間と同じ
サービスが生産され消費されたと考えるため、市場の賃貸料から計算上の家賃を推計
しており、これを帰属家賃という。

※従業者数 出典：令和3年経済センサス活動調査

• 「移輸出額」をみる
と、最も多いのは化
学製品で、次いで宿
泊業、家具・装備品、
となっている。
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５．用語解説

用語 解説

家計外消費支出
粗付加価値部門の一項目で､企業が生産活動のために支出し
た交際費､福利厚生費、旅費などの金額を表す。

民間消費支出
一般消費者による財･サービスヘの消費である｢家計消費支出｣
と、非営利の私立学校、医療機関、宗教団体などによる自己
消費である｢対家計民間非営利団体消費支出｣を合計したもの。

一般政府消費支出

中央政府(国の出先機関)と地方政府（地方公共団体）からな
る政府サービス生産者が、行政サービス（警察､消防､福祉な
ど）を行うのに必要な経費から他部門に対するサービスの販
売額（医療費､授業料など）を差し引いたもの。

固定資本形成

市内における建設物、機械、装置などの有形固定資産の購入
及び大規模な維持修繕、土地造成等の固定資本の追加を示す。
それらの実施主体が一般政府､公的企業の場合を公的総固定
資本形成といい、家計及び民間企業が行った場合が民間総固
定資本形成となる。家計による住宅取得はこの部門に含まれ
るが､土地の購入は購入費全額でなく、仲介手数料、造成費、
改良費のみが含まれる。

在庫純増
生産者製品在庫、半製品･仕掛品在庫、流通在庫及び原材料
在庫の年末在庫高から、年初在庫高を差し引いた物量的増減
を年間平均の市中価格で評価したもの。

雇用者所得

雇用者が受け取る所得のことで、ここには雇用者に対して労
働の対価として支払われる賃金・俸給（役員報酬や退職金も
含まれる）のほかに、企業などの雇用者が負担する雇用保険
等の社会保険料が含まれる。

営業余剰 産業連関表では、企業の利潤（儲け）にあたるもの｡

資本減耗引当
生産活動に使用された機械設備や建物､構築物などの固定資
本の価値の減耗分を補てんするために引き当てられた費用。

※その他の用語解説は、「高山市地域経済構造分析報告書～産業
連関分析編～」に掲載しています。

用語 解説

市内生産額
市内にある各産業の１年間の生産活動によって生み出された
財・サービスの合計額。

総需要
市内需要合計と移輸出の合計。
市内需要及び市外需要を満たすために市内で生産したものを供
給した財・サービスをさす。

総供給
市内生産額と移輸入の合計。
市内生産及び市内の需要を満たすために市外から調達（供給）
された財・サービスをさす。

中間投入 各産業が生産を行うにあたり必要な原材料やサービスの総額。

中間需要
ある産業の生産物が自産業も含めて各産業に販売した生産活動
に必要な原材料やサービスのこと。

粗付加価値
生産活動によって新たに生み出された価値を付加価値、減価償
却を含めたものが粗付加価値という。雇用者所得や各産業の営
業の儲け（営業余剰）などが含まれる。

移輸出
市内の産業が市外の需要をまかなうために市外に供給した財・
サービスのこと。市外へ移出、国外へを輸出という。

移輸入
市内の需要をまかないきれない場合に、市外から調達する財・
サービスのこと。
市外からを移入、国外からを輸入という。

市際（域際）
収支

市際収支：移輸出から移輸入を差し引いた額で、プラスでは域
外への供給が多く、マイナスでは域外からの調達が多い。

市内最終需要
家計外消費支出、民間消費支出、一般政府消費支出、市内総固
定資本形成、在庫純増及び移輸出からなる。

主な用語解説


